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This study evaluated waterborne infectious diseases risk and incidence rate around Phonm Penh in 

Cambodia. We use the hydraulic flood simulation, coliform bacterium diffusion model, dose-response 
model and data of outpatient cases for quantitative analysis. The results obtained are as follows:  1. The 
incidence (incidence rate) of diarrhea as water borne diseases risk is 0.28 million people (21%) in the 
inundation area and 0.63 million people (17%) in the non-inundation area.  2. The inhabitant in the 
inundation area are exposed to drinking water polluted by coliform bacteria at 3.8CFU/ml on daily mean. 
However they are occasionally exposed to high risk because of seasonal variation. 
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1．はじめに 

 
水系感染症とは不衛生な水を介して細菌やウイルス，

原虫が体内に侵入し増殖することで下痢や嘔吐，発熱な

どの症状を引き起こす感染症である．主に病原体に汚染

された水を経口摂取することで感染し，世界では毎年 2
億5000万人以上の水系感染症患者が報告され，そのうち

1000万人以上の人々が死亡している1)．感染症例の約75%
は熱帯地域から報告され，死者の約50%(480万人)は熱帯

地域の5歳未満児である 1)．5歳未満児は全年代のうち感

染症に対する抵抗力が最も低いため，他の年代よりも高

い死亡率を示している．カンボジア国内では国家開発戦

略において安全な飲料水供給率の向上を課題とし，徐々

に衛生状況が改善しているものの，飲料水へのアクセス

率に対するカンボジアミレニアム開発目標(CMDGs)が
2008 年に下方修正されている 2)ことから窺えるように，

整備は遅れており，いまだ水系感染症等による下痢は幼

児の主要な死亡原因である． 
 このように住民に多大な健康被害を及ぼす水系感染症

は，洪水氾濫発生時に蔓延することが多々ある．1980年・

2000年にスーダンとモザンビークで，1998年にはインド

で洪水時に下痢性疾患の集団発生が報告されている 3)．カ

ンボジアはメコン河下流域に位置し，毎年雨季に洪水氾

濫が発生するため，この洪水氾濫によって感染症被害が

拡大している恐れがある． 
このような背景を踏まえて，洪水氾濫と住民の衛生状

況がもつ関係性を明らかにするために種々の研究が行わ

れている．その中でもマクロスケールでの解析は大数の

法則によって水系感染症と洪水氾濫の関係性の傾向を把

握するのに有効であるが，対象となる地域が広域になれ

ばなるほど時間的・空間的に連続なデータを得るのに多

大な労力が必要となるため，モデルによって関係性を明

らかにしようとする試みが行われている．例えば三浦ら
4)はメコン河流域において飲料水の種類とその汚染状況

および摂取量に関するデータを収集し，大腸菌群濃度を

説明変数として種々の統計値に対して重回帰分析を行っ

ている．その結果として得られた大腸菌群濃度の推定値

に対して用量反応モデルを適用して水系感染症リスク評

価モデルを構築している．しかし雨季と乾季に分類して

大腸菌群濃度を推定しているものの，洪水氾濫による大

腸菌群の輸送メカニズムとの関連性や，氾濫時系列に沿

ったリスク変動については述べられていない． 
相澤ら(2006)5)はKazamaら6)によるメコン河下流域に位

置するカンボジアの首都プノンペン周辺の洪水氾濫計算 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
モデルをもとに，洪水氾濫時系列に沿った大腸菌群の移

流計算モデルを構築した．その結果として得られた大腸

菌群濃度の空間分布と 5 歳未満児死亡率との関係から，

洪水氾濫によって水系感染症リスクが増加することを示

した．また相澤ら(2007) 7)は同様に得られた大腸菌群濃度

分布とコンポンチャム州における下痢症患者数データを

氾濫域・非氾濫域にそれぞれ位置する保健行政区域ごと

に比較し，月毎の時系列に沿って洪水氾濫と水系感染症

患者数の関係性を示している．その結果として，雨季に

は氾濫域の拡大により水系感染症患者が増加することが

示されている．しかしながら相澤らのモデルでは大腸菌

群が蔓延する様子は再現されているものの，保健行政区

分は州衛生局が独自に管轄しており，人口などの種々の

データが整備されていないことを理由として，住民の曝

露に対する感染機構が示されていない．このため衛生状

況に大きく影響を及ぼす飲料水供給源の違いも考慮され

ておらず，また水系感染症リスクを下痢症罹患率や罹患

者数といった患者数データと明確につながる指標では評

価していない．  
 そこで本研究では相澤ら 5),7)の研究を基軸とした上で，

まず保健行政区域ごとのデータを整備し，大腸菌群の感

染機構を発生，氾濫による移流，水中での生残，住民へ

の曝露，罹患と一貫した流れで考慮した上で，洪水氾濫

時における水系感染症リスクが評価可能なモデルを構築

している．またその過程で下水道や飲料水源などのイン

フラの影響もモデルに組み込まれている．本研究の目的

はこのモデルで得られた結果と現地の下痢症患者数デー

タを用いて，氾濫によるリスクと非氾濫によるリスクを

それぞれ評価し，領域内における水系感染症リスクを定

量的に示すことである．  
 
２．対象領域 

 
(1) 対象領域 

計算対象領域(図1)はメコン河下流沿いの首都プノンペ

ンをほぼ中心とした 140km×110km である．領域内には

8つの州が含まれており(図2)，その中でほぼ全域が含ま 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
れているのはプノンペン特別市，カンダール州，プレイ

ベン州の 3 州である．メコン河はプノンペンでトンレサ

ップ川と合流し，バサック川と分流している．この領域

は他のメコン河下流域と同様に熱帯モンスーン気候であ

り，5 月～11 月が雨季，12 月～4 月が乾季である．また

平均年間降水量は約1600mmである． 
州衛生局は州内を保健行政区域に分割して管理してお

り，保健行政区域はコミューンが集まって形成されてい

る．州内の郡とは違う区分の仕方であるため，保健行政

区域単位の患者数データと比較する統計データが整備さ

れていない．そこで本研究ではまずコミューン単位の人

口や 5 歳未満児数などの統計データを用い，作成した保

健行政区分図とコミューン境界図を合わせることで保健

行政区域ごとのデータを整備した．行政領域の境界はカ

ンボジア保健省の行政地図より読み取った．図 3 に対象

領域内の保健行政区域の分布を示す．また図 4 にコミュ

ーン分布図を示す． 
(2) データセット 

 本研究では以下のデータセットを用いた．空間データ

の解像度は 1km×1km とした．対象地域の標高に

USGS(アメリカ地質調査所)の GTOPO30 を用い，河道の

位置もこのデータから得た．水位およびSSデータとして

メコン河委員会が編集したデータ 8)を用いた．カンボジア

国内の人口分布および州境をカンボジア保健省ホームペ

ージの GIS データよりコミューンごとに得た．都市農村

別の衛生施設(下水道，浄化槽，ピット)普及率および飲料

水の供給源割合はカンボジア統計局の 2007 年度 CSES9)

より得て，コミューンの都市農村区分に応じて適用した．

保健行政区域ごとの下痢症外来患者数データは2005年度

カンボジア保健省年次報告書 10)より得た． 
 
３．計算方法 

 
(1) 洪水氾濫計算 

洪水氾濫計算にはKazamaら 6)と同様に河道には1次元 
Dynamic Waveモデル，氾濫原には2次元不定流モデルを

用い，時間間隔は30秒で計算した． 

図-1 対象領域（四角） 図-3 保健行政区分図 図-4 コミューン分布図 図-2 州分布図 
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a) 洪水計算 

1次元Dynamic Waveモデルは本研究の対象領域のよう

な河床勾配の小さい河川の洪水解析に適している．基礎

方程式は次の運動方程式と連続式からなる． 
運動方程式 
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ここで，A：断面積(m2)，Q：流量(m3/s)，q：横流出量(m2/s)，
g：重力加速度(m/s2)，v；流速(m/s)，S：河床勾配，n：マ

ニングの粗度係数，h：水深(m)を表している．qは単位幅

当たりの横からの流出入量で，他の川からの流出入が該

当する．  
b) 氾濫計算 

二次元不定流モデルは，次の運動方程式と連続式から

なる． 
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ここで，h：水深(m)，M， N：Ｘ，Ｙ方向の単位幅あた

りの流量フラックス(m2/s)，M=uh，N=vh，u，v：Ｘ，Ｙ

方向の流速(m/s)，τxb，τyb：Ｘ，Ｙ方向のせん断力，ρ：

密度，H：水位(m)を表す． 
本来，このモデルの運動方程式には移流項が含まれる

が，メコン河のように流れの変化が緩い場合にはその影

響は小さく 11)，誤差が大きくないため省略した． 
c) 越流計算 

本研究の対象領域には，堤防の一部を開き，農業用水 
として洪水流の一部を氾濫原に引き入れるコルマタージ

ュと呼ばれる農法がある．このコルマタージュ用水路の

存在により対象領域では毎年雨季に必ず洪水氾濫が生じ，

その洪水規模は河川水位に影響を受ける．コルマタージ

ュによる氾濫原への越流量は次の越流公式を用いて求め

る．  

完全越流     11 235.0 ghBhQ =   (6) 

もぐり越流   )(291.0 212 hhgBhQ −=  (7) 

ここで，Q：流量(ｍ3/s)，B：コルマタージュ水路幅(=10m)， 
h1：越流水深(m)，h2：氾濫原の水深(m) である． 
(2) 大腸菌群濃度計算 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大腸菌群濃度計算は，大腸菌群負荷量および時間当た

りの大腸菌群生残率を決定し，その発生負荷は水深が 0
でない場合は全て氾濫水中に流れ込み，不定流式の流量

フラックスを用いて計算する．時間間隔は 30 秒である．

投入箇所は大腸菌群の発生箇所である居住地とし，下水

からの逆流は考慮しない．これは下水道普及箇所がプノ

ンペンや郊外の都市域であり，浸水被害が小さいためで

ある． 
負荷量は領域内の人口分布と衛生施設普及率に合わせ

て決定する．日投入負荷量は式(8)で求められる． 
                               (8) 

ここで，L：大腸菌群投入負荷量(個/日)，n：人口(人)，l：
一人が一日に排出する大腸菌群量(=2.0×1010 個/人/日)，
s：下水道普及率(%) である．また河道の大腸菌群濃度

はアジア太平洋環境開発フォーラムの報告書 12)から 5.0 
個/mlとした． 
 時間当たりの大腸菌群の生残率は，日光の強さと大腸

菌群生残率との水深ごとの関係(図5) 13)より求めた．また

濁度による日光への影響を考慮するために SS 濃度と水

面での日光の反射率の関係式 14)を用いた．照射熱量と反

射率の関係を簡略化して考えると式(9)のようになる．  

                                  (9) 
ここでS ：照射熱量(J/cm2/day)，Smax：全照射熱量(J/cm2/day)，
R：反射率(%)である．沖らは，SS濃度と反射率との関係

を式(10)のように表している 14)． 
                                       (10) 

ここで，U：SS濃度(mg/l) である．このUは大腸菌群濃

度計算と同様に不定流式の流量フラックスを用い，河道

での1996年のSS濃度を境界条件として計算する． 
(3) 氾濫による罹患リスク評価計算 

本研究では下痢症を水系感染症として，下痢症年間罹

患率を用いてリスクを評価している．氾濫による年間罹

患率は曝露量を用いた用量反応モデルによって計算され， 
曝露量は接触する水の濃度とその機会で決まる．本研究

のモデルでは氾濫によるリスクをポテンシャルとして表

現できるように代表的なシナリオとして氾濫水の飲用を

運動方程式 
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図-5 照射熱量と大腸菌群生残率 

(Gamesonらの結果を用いて再描写) 
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考えている．氾濫域の住民は表 1 に示す氾濫水の影響を

大きく受けると予想される安全でない供給源の割合に応

じて，1日2Lの氾濫水を氾濫期間中において毎日飲用す

ることで曝露し，大腸菌に関する感染症に罹患するとし

ている．曝露量は式(11)で計算される． 

                        (11) 
ここでD：1日当たり曝露量(個/ml・日)，Cb：大腸菌群濃

度(個/ml)，w：安全な飲料水の割合，W：1 日に飲料する

水の量(=2L)， a：糞便中の大腸菌群に対する大腸菌の割

合(=0.9)とする． 
用量反応モデルはベータポアソンモデルを用いている．

氾濫による下痢症日罹患率を式(12)に示す． 

 

                             (12) 
ここでPF：氾濫による下痢症日罹患率とする．またαとβ
は抗原の種類によるパラメータであり，大腸菌の場合はα 
=0.178，β =1780000が与えられている 15)． 
また大腸菌に対する年間罹患率を式(13)に示す． 
 
                             (13) 

ここでRF：氾濫による年間罹患率，t：曝露期間内での経

過日数とする． 
 
４．結果および考察 
(1) 計算結果 

 洪水氾濫計算および大腸菌群移流計算の結果をそれぞ

れ図 6と図 7に示す．洪水氾濫計算の計算結果は洪水の

水位，氾濫域ともにKazama ら 6)によって良好な結果が

得られたことが確かめられている．また大腸菌群濃度計

算に関しては相澤ら 5),7)によって実測値と計算値の比較 
が行われており，氾濫時の大腸菌群濃度に関して良好な

結果が得られている．本研究では同様の条件で計算して 
いるため，実際の氾濫および氾濫時における大腸菌群の 
移流現象を再現していると考える． 
用量反応モデルを用いて計算された氾濫による下痢症

年間罹患率を図 8 に示す．年間罹患者数分布は人口分布

に年間罹患率を乗じることで得られる．氾濫による下痢

症年間罹患者数を図9に示す．  
(2) 患者数データを用いた下痢症年間罹患率の推定 

下痢症外来患者数データを用いて下痢症年間罹患率を推

定する．患者数データは下痢症罹患者のうち病院に行っ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て治療された人数であり，実際の罹患者数より少ないと

考えられる．カンボジア保健省の CDHS200516)より得た

アンケートによると疾病の際に病院で治療する人の割合

は都市部で 14.8%，農村部で 11.1%である．本研究で計

算した罹患者数と検証するため患者数を病院で治療する

割合で除して罹患者数を推定する必要がある．患者数デ

ータより推定された罹患者数を州ごとの人口で除して下

痢症年間罹患率とする．州ごとの下痢症年間罹患率を全

年齢と5歳未満児のみを対象としてそれぞれ図10に示す．

ここで 5 歳未満児のみの罹患率は全年齢層よりも高い傾

向を示しており，5歳未満児は下痢症に関して抵抗力がよ

り小さいということが裏付けられる．また首都であるプ

ノンペンは他州に比べて罹患率が低い．プノンペン周辺

は広域水道や衛生設備が他州に比べて整備されているた

め，下痢症罹患率が低く抑えられていると考えられる． 
(3) 洪水氾濫による罹患者数と患者数データの関係 

本研究によって推定された洪水氾濫による下痢症年間

罹患者数と全年齢層における現地患者数データの相関図

を図11に示す．図より両者は正の相関をもち，決定係数

も 0.56 と有意であることから，洪水氾濫によって下痢症

が増加することが裏付けられる．この結果は本モデルの

氾濫による罹患リスクが全体の罹患リスクのポテンシャ

ルとして有効であることを示している．また回帰直線の

傾きは本研究でのシナリオで説明できる割合を示し 0.1
程度である．切片は州単位で比較した場合に本モデルが

ポテンシャルとして説明できない罹患者数を示している．

また同様に 5 歳未満児のみの現地患者数データとの相関

を図12に示す．正の相関をもつ傾向は同様であるが，決

定係数は 0.47 と全年齢層に比して小さくなる．このこと

から 5 歳未満児は，洪水氾濫によって下痢症になりやす

くなることは変わらないが，他の年齢層に比べて非洪水

氾濫時の影響も大きく，そのため相関係数が小さくなっ 
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表-1 安全な飲料水の供給率 

保護されて
いる水(%)

保護されて
いない水(%)

プノンペン 98 2

その他都市部 82 18

農村部 74 26
注：保護された水とは水道水や雨水，深井戸などであり，

必ずしも水質が良好であることを意味しない 



 

 

ていると考えられる．ただし本論文のモデルでは 5 歳未

満児のデータを取り入れておらず，改良の余地がある． 
(4) 非洪水氾濫による下痢症罹患率 
 現地患者数データとの定量的な比較を行うため，また
統合した罹患リスク分布を示すためには，氾濫モデルに
よって示された氾濫による罹患リスクを除いた非氾濫に
よる罹患リスクを導く必要がある．都市化が進んでいる
ほど衛生状況が良いと考えられるため，非洪水氾濫によ
る下痢症罹患率は都市化率に応じて小さくなると考えら
れる．しかし衛生状況を示すデータに関して，飲料水の
供給源割合は都市農村別のみであるなど，データの整備
状況は必ずしも良くない．また複合的に様々な要素が絡
むことを考えると多くのデータが必要となり効率が悪い．
そこで本研究では，簡便であるが人口密度を用いて都市
化率を代表するデータとしている．現地患者数データよ
り得た下痢症推定罹患者数から洪水氾濫による推定罹患
者数を差し引き，これを非洪水氾濫による下痢症罹患人
数として，非洪水氾濫による年間罹患率を推定した．さ
らに図13に示すように人口密度と非洪水氾濫による年間
罹患率の関係をサンプル数が少ないもののばらつきの小
さい州単位でまとめ，指数近似を用いて式(14)に示す関係
式を導いた．  

                                   (14) 
ここで PD：人口密度，RnF：非氾濫による年間罹患率で

ある． 
(5) 水系感染症リスクの定量化 

これまでの計算より得られた洪水氾濫による下痢症年

間罹患率と非洪水氾濫による年間罹患率を次の式で統合

した． 

                        (15) 
ここでRY：統合された下痢症年間罹患率とする． 
統合された下痢症年間罹患率を図14に示す．本研究で

はこの下痢症年間罹患率を領域内における水系感染症リ

スクとしている．三浦ら 4)の結果における年間罹患率は， 
首都プノンペンでは一部の都市域で10-4から周辺部で0.1
までの範囲である．また農村部では0.1から1の範囲であ

ることに加え，河川域で特に高い値を示している．本研

究と三浦らを比較すると罹患率の高低傾向とオーダー単

位の値で近い結果が得られていることがわかる．ただし

本研究モデルでは氾濫域で氾濫水を飲料水源として考慮

しているのに対し，三浦らのモデルでは河道が位置する

メッシュのみで河川水を使用するモデルとなっている．

このため，河川周辺部では本研究では0.5程度の罹患率で

やや広域に分布することと比して，三浦らのモデルでは

河川に位置するメッシュの罹患率のみが 1 に近い値とな

っている点で異なる． 
図14に示す統合された年間罹患率分布について州ごと

に整理し，図15において現地患者数データとの比較を行

った．本研究モデルによって導かれた年間罹患率は患者

数データをもとに得られた年間罹患率に対して良好な近

似を与えていることがわかる．この年間罹患率を用いて

推定された下痢症年間罹患者数は，氾濫域住民 135 万人

に対して28.5万人(21%)，非氾濫域住民373万人に対して

63.4 万人(17%)である．またこの年間罹患率を基にして，

用量反応モデルを用いて飲料水中に含まれる大腸菌群濃 
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図-13 州ごとの人口密度と非洪水氾濫 

による下痢症年間罹患率の関係 
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図-12 州ごとの5歳児未満患者数データと 

氾濫による下痢症罹患者数の関係 
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図-10 患者数データより推定した 

州ごとの下痢症年間罹患率 
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図-11 州ごとの全年齢患者数データと 

氾濫による下痢症罹患者数の関係 
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度を求めると，氾濫域住民は平均1日当たり3.8個/mlで
曝露すると計算されるが，氾濫水の大腸菌群濃度は季節

変動を見せる 7)ため，住民は日々の曝露に加えて時折大き

く曝露し感染すると考えられる． 
 
５．結論 
 本研究において以下のような成果が得られた． 
・大腸菌群の感染機構やインフラの影響を組み込んだモ

デルを用いて，氾濫による水系感染症リスクを下痢症

年間罹患率や罹患者数といった指標で定量的に示した．  
・氾濫による罹患者数を差し引いた患者数データをもと

に人口密度との関係式を導き，非氾濫による下痢症罹

患率を示した． 
・氾濫と非氾濫による年間罹患率を統合し，水系感染症

リスクを評価した結果，患者数データより導かれた下

痢症罹患率に良好な近似を与えた． 
・本研究によって推定された氾濫域の下痢症年間罹患者

数は 28.5 万人であり，曝露する大腸菌群量は日平均で

3.8個/mlであるが，住民は時折大きく曝露し感染する． 
今後はこのモデルを用いることにより効果的なリスク低

減対策を示すことが可能となると考えられる． 
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